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及ぼさざるを得ない" このように「コ Y ピナートの物質的基礎は， コγ ビナ
ートの構成中に包含きれている何々の部門の聞の，ある種の工業技術的統一性
























4) イ プリユー ミン『多角形企業論.!l1934，松崎敏太郎訳8ベ}九
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6) くわしくは，右油化学工業協会編「石油化学工業10年史j1971， 38-58ペー シ事照。
7) 渡辺槽二，前掲番， 146ページ， 180-1包ベ ジ害用。


















































により， 表-2に見るように， コy ピナート参加の 5化学企業(誘導品企業〉か
ら各10パ セントの出資を得て(昭和田年2月)， 現在では石油資本+化学資本
でナフサセ Y ター企業を構成している。化成水島は，在来の化学企業である三
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68 (490) 第 109巻第4・5. 6号
した後に設立く昭和43年11月〉された最も新しいナフ十セYター企業であり，石
油企業十化学企業からなる。












































コンビナー ト白企業構造 (491) 69 
表 3 ョンピナートに参加する誘導品企業数 (1970年〉
ナフサセγタ 企業 |① ③③ @]計
三井石油化学〔岩国，大竹) 1 。2 O 3 
住友化学〔新居浜〉 。 5 。。5 
三菱油化(四日市) 1 4 4 1 10 
日本石油化学(川崎〕 1 2 1 10 14 
東燃石油化学 (}I 崎〉 。 2 O 12 14 
丸善石油化学 f千葉) 1 。。 9 10 
化成水島〔水島) 3 1 I 1 6 
出光有油化学(徳 IU) 。 2. 0 12 14 
三井石油化学(千葉〉 o 2! 0 O 2 
住友千葉化学(千葉〕 。 4 i 0 1 5 
鶴崎油化〔大分) 3 3 i 2 1 9 





表 3を見ると， いわゆる典型的な「企業集団型コンピナート」 と言いうる
のは，④の誘導品企業数の圧倒的に多い::Z~ピナ ト，すなわち日石，東燃，
丸善，出光などの石油資本が中心となっているコ Y ピナートである。これらの




































10) イ プリゐ ミ円前掲書，松崎訳10-11ベジ!時点引用者E なお，プリユー ミンの「生産
コンビナー トの企業構造 (493) 71 
互に結合された個々の部分が，自立的な企業として現われているという場合
(ぞれは極めて稀に見られるも町であるが〉も理論的には考えられる。しかしこれら
の場合は， 般的原則を証明している例外を表わしている」山。 またレーニ γ
は次のように言っている。すなわち，コ Yピネーショ Yとは「あるいは原料加
工の一貫Lた諸段階をなすか，あるいは相互に補助的な役割を演じる種々の工
業部門を， 一個の企業に統合したものである」問。 これらの見解は， これまで
見てきたわが国の石油化学コ γ ピァー lのように，コンピナ トが複数の企業
で構成され， i国々の生産部門=企業であるとL寸事実に合致しないように見え
る。












る。したがっ亡， ιれらの旧三大財閥系のヰンビブートは「同 資本系列コ γ
ピナート」と呼ぶことができる。同様に鶴崎油化コンピナ トも富士銀行グル
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ピナ }は，ここに「異種資本系列コ Y ピ1ート」とも呼びうるであろう。と


































13) 葉山ニ郎「イじ学コンピナ トにおける経営戦略J，経済罫論Jl1961. 7月号.，へ 三人
74 (496) 第 109巻第4・5田6号
表 5 ~チレン生産能力推移 単位(万ト γ)
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石 b学I1(千葉〕
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コソピナー トの企業構造 (497) 75 
はどのように展開したのか。わたしは乙 ζで，コンビナ トの内部における企
業結合の問題点を見ていきたい。
まず最初に同一資本系列コ Yピナ トから見ていくと， 30万ト Yという巨大






の三菱1由化の第1I ~γ ピブートは，その周到な言|画性と大型プヲ γ! などから
「モデノレコンビナ ト」と呼ばれているが， 表 6はそこにおける誘導品企業




















































































計研究~ 1時4.第3号17ベジ書原Lなお天谷直弘『石油化学り話Jl1969， 84-109ペー ジ.

























18) たとえば， 日本アンモニア(住友化学28%.他 3社L 東日本メタノ←ル〈住瓦化学三50%.他
9社)， 西日本メタノー ノレ(三井東圧50%，他7社)， 千葉塩ピモノマ (住友化学:28%，他4
社〉など.






























コンピナートの企業講造 (501) 79 























































コンビナ トの企業構造 (503) 81 







は， たとえばλ阪石油化学ョ y ピフート〈三井資本十三和資本〉内の三井系企業












































さきに述べたν ニー Yやイ・プリュ ミYの規定とわが国の石油化学コ γピナ
トの現状との不一致は，現代の巨大化じ複雑化した生産単位に対応してコ Y
ピナートが一個の資本系列のもとに統合されざるを得ないことから，かれらの
規定，すなわち結合された生産諸部門が「一個の企業」に統合されるという意
味は，それが企業であれ資本系列であれ，コンピナート全体が「一個の支記」
のもとに統合されるというふうに埋解すべきであろう。
